
 令 和 ５ 年 １ ０ 月 １ ０ 日 

 区 民 部 課 税 課 

       

 

専決処分した事件の報告について（損害賠償額の決定） 

 

１ 事故の概要 

(1) 発生年月日 令和３年６月 

(2) 事故の概要 住民税の課税権が前住所地又は転出先の他自治体となっている場合は、

江東区から前住所地又は転出先の他自治体宛に税務署から送付される確

定申告書の写し等の課税資料を送付すべきところ未送付であったため、

時効により住民税の還付を受けられない者１１名に対し、損害を与えた。 

 

２ 決定年月日   令和５年８月１４日 

 

３ 損害賠償額   住民税還付金相当額に遅延損害金を加えた額。対象者に応じた損害賠償

額は次の表のとおり。 

対象者 損害賠償額 

江東区民 ４３，６００円 

江東区民 １２，６００円 

江東区民 ５，４００円 

江東区民 ４９，４００円 

江戸川区民 ３９，０００円 

中野区民 ２６，０００円 

江東区民 ７６，８００円 

江東区民 ５００円 

福岡市民 ７９，０００円 

江東区民 ５６，６００円 

江東区民 １，９００円 

 

４ 参   考  課税資料未送付による影響については次の表のとおり。 

追徴課税可能 ２名 ６０６，１００円 

追徴課税時効 ７名 ６５１，８００円 

還付可能 １７名 ７６９，７００円 

還付時効 １１名 ３５９，２００円 

（遅延損害金３１，６００円） 

              ※件数４５件、延べ人数３７名、対象自治体２７自治体 
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